令和６年度版

竹原市空き家改修
移住・定住支援事業　募集要項

竹原市都市整備課住宅建築係

１　事業の概要
市内に所在する空き家の有効活用を図ることにより、本市への移住・定住を促進するとともに、空き家の発生を予防するため、移住・定住者が空き家を取得し、居住のために行う改修工事に要する経費の一部を、予算の範囲内において補助します。
２　事業の内容
（１）事業の要件
次の①～③のすべての要件に該当すること
①補助対象空き家

竹原市空き家バンクに登録された物件、１戸建ての住宅、併用住宅（住宅のうち、居住の用に供さない部分を有する建築物で延べ面積の２分の１以上を住宅の用に供するものに限る。）のうち、居住の用に供されなくなった日から１か年以上経過した建築物であること
②補助対象者
　次のすべての要件を満たす者

○継続して１年以上市外に住所を有している者又は取得した空き家の所在地に住民登録した者で当該登録の際に継続して１年以上市外に住所を有していた者

○空き家を取得してから6カ月を経過していない者。ただし、３親等以内の親族から取得したものは除く。

○取得した空き家の所在地に住民登録した者又は登録する予定の者
○取得した空き家に１０年以上居住する意志を有する者
※１０年間以上の居住期間がない場合（売却・賃貸・転出・死亡等も含む）は補助金の返還となります。詳細は「（１０）交付決定の取消し、補助金の返還」をご確認ください。

○世帯全員が交付申請時に竹原市に納付すべき市民税等の滞納がない者。ただし、市外在住者は住民登録している市区町村税の滞納がない者
○世帯全員が暴力団員等でない者
③補助対象工事
　　居住するために必要な空き家の改修工事で次の要件のいずれにも該当すること
○建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他の法令に違反しないものであること

○市内に事業所がある個人事業主又は法人であって、改修工事を請け負うものが施工するものであること

○交付の決定の日以後に改修工事に着手し、令和７年２月末日までに実績報告するものであること
○補助対象費用の額が１００，０００円以上のものであること
（２）補助対象となる上限額及び補助率について
①補助上限額
　［補助上限が１００万円の世帯］

次のいずれかの要件に該当する世帯

○年齢（申請日の属する年度の４月１日現在の年齢をいう。以下同じ。）が１８歳未満の子がいる世帯

○妊娠している者がいる世帯　

○婚姻の日から５年以内で夫婦の年齢の合計が８０歳以下である世帯

［補助上限が５０万円の世帯］

○補助上限が１００万円の世帯に該当しない世帯

②補助率
補助対象費用の1/２以内
（３）補助対象期間
交付決定後　～　令和７年2月2８日（金）まで
この期間内に工事着手→工事完了→工事代金の支払い→完了実績報告まで行うものが補助対象となります。
　
（4）補助対象とならない工事について
次に該当する工事等は補助対象となりません。
〇住宅の新築工事・解体工事

〇門扉、塀やカーポート等の外構工事

〇電磁調理器、ガスコンロその他調理器具の取得及び設置

〇家庭用電化製品の取得及び設置

〇テーブル、椅子、タンス、カーテン等の家具類の取得及び取付け

〇設計図書の作成、諸手続に係る費用

〇過去に本市の他の補助金交付を受けて改修した部分の費用

〇消費税及び地方消費税

〇その他市長が補助金の交付の対象として適当でないと認めるもの
３　事業実施の方法
（１）交付申請　※先着順（予算の範囲内）
この補助を受けようとする者は、受付期間内に次の書類を窓口に提出してください。※申請者は補助対象者となります。施工者が申請者となることはありません。
受付期間　令和６年5月１５日（水）～ 令和６年１１月２９日（金）
※受付期間内であっても、申込者多数の場合や予算を超過した場合は早期に受付を終了することがあります。
　　【提出書類】

交付申請書（様式第１号）※着手する20日前までに提出してください。

添付書類
・見積書の写し（内訳書を添付すること。一式では受付出来ません。）
・位置図
・対象工事予定箇所の着工前写真及び図面

・売買契約書等の空き家を取得したことが分かる資料
・住民票（世帯全員分）
・滞納がない証明（世帯全員分）
・確約書
・条件を満たしていることが分かる資料

　　　・その他市長が必要と認めるもの

（２）交付決定

内容を審査した上で、交付を決定します。交付決定を受けた後に着手してください。
※交付申請の受付後に現地確認等を行います。通知前に工事着手した場合は、補助金を交付できません。
（３）変更交付申請

補助決定者は、事業の内容を変更する時は変更に係る工事の着手前に、次の書類を窓口に提出してください。
【提出種類】
変更交付申請書（様式第3号）
添付書類

・変更後の見積書の写し（内訳書を添付すること。一式では受付出来ません。）
・変更工事予定箇所の写真及び図面
（4）変更交付決定

　内容を審査し、適正に実施してあることを確認し、変更交付を決定します。ただし、交付決定した補助金の額を超えることはできません。
（5）交付申請の取下げ

補助決定者は、交付申請を取下げる時は次の提出書類を窓口に提出してください。
【提出書類】
申請取下届（様式第5号）

（6）完了実績報告
補助決定者は、工事完了した時は次の提出書類を窓口に提出してください。
【提出書類】
実績報告書（様式第6号）

添付書類
・領収書の写し

・請求書の写し（内訳書を含む）

・対象工事箇所の完成写真
・空き家所在地に住民登録を異動した後の住民票
（7）交付確定

内容を審査し、適正に実施してあることを確認し、交付確定をします。
（8）補助金の請求
　　補助決定者は、次の提出書類を窓口に提出してください。
※補助金確定通知書を受け取った日の翌日から30日以内に提出してください。

【提出書類】
補助金請求書（様式第8号）
（9）補助金の交付
　　確定した額を指定された金融機関へ振込みます。
（10）交付決定の取消、補助金の返還
竹原市空き家改修移住・定住支援事業補助金交付要綱第１５条に該当した場合は交付決定を取消し補助金の返還することとなります。

○この要綱又は補助金の交付の決定の際に付した条件に違反したとき。

○偽り又は不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

○竹原市空き家改修移住・定住支援事業補助金交付要綱第１３条の規定による審査を正当な理由なく協力を拒んだとき。

○補助の対象となった住宅を補助金の確定を受けた日から１０年を超えない間に取り壊し、第三者に賃貸し、又は売却したとき。ただし、市長がやむを得ないと認める理由により第三者に賃貸する場合であって、移住者が当該住宅に居住するときを除く。

○補助の対象となった住宅を補助金の確定を受けた日から１０年を超えない間に死亡、転居又は転出により空き家にしたとき。ただし、死亡したことによる空き家又は市長がやむを得ないと認める理由により転居又は転出したことによる空き家が、移住者用住宅として活用される状態にある場合を除く。

○交付の決定の日が属する会計年度の２月末日までに実績報告書の提出がないとき。

○市長が補助金を交付することが適当でないと認めたとき。

４　その他注意事項
この補助事業を受けて改修工事を行った所有者又は施工者については、市による空き家の啓発等の協力を依頼することがあります。
（申請手続き～補助金交付までの流れ）







【受付窓口】
竹原市役所：都市整備課住宅建築係（２階）
　　　　　
【お問い合わせ先】
〒725-8666

竹原市中央五丁目１番３５号
竹原市建設部都市整備課住宅建築係

℡0846-22-7749
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①交付申請書の提出
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②書類審査・現地確認





④交付決定通知書の受取


【様式第2号】





③補助金交付決定





⑤工事着手





⑫補助金請求書の提出


【様式第8号】





⑪補助金確定通知書の受取


【様式第7号】





⑧実績報告書の提出


【様式第6号】と添付書類





⑦業者へ工事代金支払い





⑥工事完了





①-1変更承認申請書の提出


【様式第3号】と添付書類





④-1変更交付決定


通知書の受取


【様式第4号】





⑬補助金の交付


【指定金融機関へ振込】





⑩補助金交付額の決定





⑨書類審査・現地確認





③-1補助金変更交付決定





②-1書類審査・現地確認









